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１ 会計管理部の行政組織 

（１）行 政 組 織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 令和7.4.1現在 職員数計 ５２人 (会計管理者(兼)会計管理部長を含む。) 

        他に、再任用短時間勤務職員３人、会計年度任用職員２２人 

 

 

 

 

 

 

（２）分 掌 事 務 

（地方公営企業法の適用を受けるものを除く。） 

○ 会計総務課 

① 会計管理部の庶務及び経理に関すること。 

② 会計管理部内の連絡調整に関すること。 

③ 県費に属する現金及び有価証券の出納及び保管に関すること。 

④ 現金、公有財産、債権及び基金（物品を除く。）の記録管理に関すること。 

⑤ 県費の決算に関すること。 

⑥ 使用料及び手数料の徴収に関すること。 

⑦ 財務会計システムに関すること。（総務局デジタル基盤整備課の所掌に属するものを除

く。） 

 

会

計

管

理

部 

審査指導課（18人） 
指 導 検 査 Ｇ 
審 査 第 一 Ｇ 
審 査 第 二 Ｇ
審 査 第 三 Ｇ

契 約 管 理 Ｇ 
調   達 Ｇ 

企 画 管 理 担 当

共通業務第一Ｇ 

共通業務第二Ｇ 
 

共通業務担当 

会計総務課（13人） 総   務 Ｇ 
出納・ｼｽﾃﾑ管理Ｇ 
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○ 審査指導課 

① 会計事務の指導、監督及び企画調整に関すること。（会計総務課の所掌に属するものを

除く。） 

② 会計（物品を含む。）検査に関すること。 

③ 指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関に関すること。 

④ 会計及び物品に関する事務の調整に関すること。 

⑤ 支出命令及び合議書の審査に関すること。（契約・調達管理課の所掌に属するものを除 

く。） 

⑥ 国の会計機関として行う債権の管理、歳入の徴収及び支出の決定に関すること。 

 

 

○ 契約・調達管理課 

① 物品の出納及び保管（使用中の物品に係る保管を除く。）並びに記録管理に関すること。 

② 物品に関する事務の指導、監督及び企画調整に関すること。 

③ 契約事務の企画立案及び指導に関すること。（建設工事に係るものを除く。） 

④ 物品の調達に関すること。 

⑤ 委託及び役務業務契約に係る電子入札の執行に関すること。（建設工事に係るものを除

く。） 

⑥ 不用品の処分に関すること。 

⑦ 用品及び共用備品に関すること。 

⑧ 総務事務の集中処理に関すること。 

⑨ 支出命令及び合議書の審査に関すること。（総務事務の集中処理に係るものに限る。） 
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２ 令和７年度会計管理部関係予算 

 （１）一 般 会 計 

  (単位:千円、％) 

 

区  分 

 

令和６年度当初予算額 令和７年度当初予算額 比      較 

総    額 

  (Ａ) 

一般財源 

 

総    額 

  (Ｂ) 

一般財源 

 
Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ 

 総  務  費 
 

1,114,896  

 

1,105,663  

 

1,431,770  

 

1,393,089  316,874  128.4  

 (内 訳)       

  一般管理費 716,438  714,683  880,738  878,510  164,300  122.9  

  会計管理費 397,458  390,980  550,132  514,579  152,674  138.4  

  諸   費 1,000  0  900  0  △100  90.0  

 

 

 （２）特 別 会 計 

(単位:千円、％) 

 
 

区         分 

 

 
 令和６年度 

当初予算額 

          (Ａ) 

 
 令和７年度 

当初予算額 

           (Ｂ) 

 
       比      較 
 

Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ 

 
  管理事務費 
 
  特 別 会 計 
 

 
 管理事務費 
 
   用品調達費 
 

507,555  497,914  △9,641  98.1  
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３ 課別主要事業の概要 

 （１）会計総務課 

① 収入・支出の管理 

 指定金融機関及び収納代理金融機関と緊密な連携のもと、債権者への支払及び債務者からの

収入を適時適切に行う。また、現金、有価証券の出納保管並びに現金、公有財産、債権及び基

金の記録管理を行う。 

 

② 決算の調製 

一般会計、特別会計の歳入歳出予算について、出納閉鎖後速やかに決算を調製し、知事に提

出する。 

 

③ 手数料等の徴収 

会計総務課や総務事務所等に設置した窓口で手数料等の現金徴収を行う。 

 

④ 財務会計システムの保守・改善 

財務会計システムの安定稼動を図るとともに、運用面等について改善を行う。 

 

⑤ 公金の納付機会の拡大 

   県民の利便性向上や歳入の効率的確保を図るため、公金の電子納付やコンビニ、ゆうちょ銀

行での収納やスマートフォンアプリによる収納に加え、eL-QRコードの税以外の公金納付への

拡大による多様な納付方法への対応など、順次、納付機会の拡大に取り組む。 

 

 

（２）審査指導課 

① 会計事務の指導、監督及び企画調整 

本庁や地方機関等からの会計事務に関する照会に対応するとともに、会計事務職員の能力の

向上と適切な事務執行を図るため、各種研修を企画・実施する。 

 

② 会計・物品指導検査 

 会計事務の適正かつ確実な執行を期するため、会計・物品指導検査（実地）を行う。 

  ≪指導検査（実地）件数≫ 

区   分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

地 方 機 関 等 ７１ ７５ ７０ 

金 融 機 関 ７   ６ ３ 

なお、指導検査（実地）対象以外の地方機関等においては、指導検査（書面） を行う。 

 

③ 指定金融機関等関係事務 

    指定金融機関及び収納代理金融機関を指定し、県公金の収納及び支払事務を取り扱わせる。 
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④ 支出命令等の審査 

予算執行の適正を期するため、本庁における支出命令及び合議書の審査を行う。 

  ≪審査件数≫                   

区   分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

支 出 命 令 等 （注） ５１，１４５ ５３，７５８ ５４，０８２ 

戻 出 命 令 ４２６ ３２１ ３３７ 

合 計 ５１，５７１ ５４，０７９ ５４，４１９ 

（注）支出命令等には、旅費システムによらない旅費を含む。 

 

⑤ 国費会計事務 

国の会計機関として、債権の管理、 歳入の徴収及び支出の決定に関する事務を行う。 

 

 

（３）契約・調達管理課 

① 物品の調達等 

本庁で使用する物品について、市場価格を把握し、適正な予定価格を設定して、予定価格が

３００万円を超える物品については、原則として、一般競争入札の方法により調達を行う。 

なお、３００万円以下の物品については、見積合せにより、競争性を確保する。 

≪本庁契約実績≫                    

区   分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

契約件数（件） ５,１００ ４,７３０ ４,４５８ 

契約金額（百万円） １,７９０ １,３１８ １,４７９ 

    （注）物品の購入のほか、修繕及び借受け等の契約を含む。 

また、障害者就労施設等の活性化を図り、障害者の経済的自立を支援するため、障害者就労

施設等が自ら製作している物品等について、障害者就労施設等から調達することとしている。 

さらに、障害者の雇用の促進及び職業の安定に資するため、「物品調達における障害者多数

雇用事業者の取扱要領」を定め、障害者多数雇用事業者の受注機会の拡大を図っている。 

 

② 用品の調達 

物品事務の簡素合理化を図り、 経費の節減に資するため、本庁及び地方機関で共通して大

量に使用する物品を用品として指定し、その調達及び出納事務を行う。 

用品は、 用紙類、 文房具類、 雑品類等、本庁においては８８品目、地方機関においては 

８５品目を指定している。 

 

③ 契約事務の企画、立案及び指導 

入札や契約に関する制度を定め、各種照会に対し適切に対応するとともに、適正な契約事務

の執行を図るため、研修会を開催する。 
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④ 入札参加資格審査 

県が発注する物品関係（物品の売買、修理、借入れ等）及び委託・役務業務の競争入札及び

随意契約に参加するための資格を有する者の審査を行う。 

    ≪資格者名簿登録状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 
⑤ 電子入札システムによる契約業務等の集約化 

    内部管理事務の効率化や、発注事務と入札事務を分離した牽制機能の確保を図るため、電子

入札システムにより、物品調達の契約事務及び委託・役務業務の入札事務を集約化している。 

 

⑥ 総務事務システムの保守・管理 

総務事務システムの安定的な運営を図るとともに、現行制度に即したシステム改修を行

う。 

 

⑦ 総務事務の集中処理 

本庁及び地方機関等の職員に係る各種手当の認定や年末調整などの総務事務のほか、知事

部局の非常勤職員等の給与支払等事務（報酬等の支払事務、社会保険関係事務など）を集約

し、効率的な事務処理を行う。 

    ≪処理件数≫ 

区   分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

通   勤   届 ３,９９１ 
(外 非常勤通費1,536件) 

２，６４４ 
(外 非常勤通勤費785件) 

３,９４８ 
(外 非常勤通勤費1,310件) 

住   居   届 ６１０ ７１２ ７０５ 

扶  養  親  族  届 ９９２ ９８８ ９７４ 

単  身  赴  任  届 ３１ ２６ ４９ 

児 童 手 当 ４０６ ３９０ ７９４ 

現況確認（通勤等） １６,２６５ １６,０３６ １６,０２７ 

扶 養 控 除 申 告 書 １３,５９５ １４,３７９ １４,４６１ 

保険料控除申告書 ７,２６０ ７,３１５ ７,４１９ 

基礎控除等申告書 ８,０８９ ８,３７３ ８,５４２ 

被 扶 養 者 申 告 書 １ ３ １１ 

合  計 ５１,２４０ ５０,８６６ ５２,９３０ 

 

 

区 分 令和４～６年分 令和７～９年分 

定  期 ３,５０９ ３,５６９ 

随  時 １,１４４ ３３７ 

政府調達 ２６ ０ 

取り下げ ▲２７ ０ 

合 計 ４,６５２ ３,９０６ 

（令和７年４月１日現在） 
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≪社会保険等手続き状況（令和６年度合計）≫ 

 区   分 
報酬等支払 

対象者数 

社会保険 

加入者数 

雇用保険 

加入者数 

非常勤職員(※) １，３６７ １，１４０ １，２３５ 

再 任 用 職 員 － １８１ ２８２ 

臨時的任用職員 － １４９ － 

合   計 １，３６７ １，４７０ １，５１７ 

※会計年度任用職員及び非常勤特別職を示す。 
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４ 参考資料（令和７年度会計管理部関係予算説明書） 

 

（１）一 般 会 計 
(単位:千円) 

款   項   目 予  算  額 

財         源         内         訳 

説             明 特     定     財     源 
一般財源 

国支出金 県  債 そ の 他 

 (款) 総務費       

  (項) 総務管理費 

 

1,431,770 

 

0   

 

29,500 

 

9,181 

 

1,393,089 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般管理費 

 

880,738 

    

0  

  

0  

 保険料 

2,228   

 

878,510 

 1. 職員給与費      429,936  

 2. 一般共通管理費      450,802 

会計管理費 

 

 

550,132 

 

 0 

 

29,500 

 財産収入 

2,058   

 保険料 

3,995 

    

 

514,579   1. 会計管理費           407,895 

  2. 手数料等取扱事務費   130,322 

  3. 物品管理費            11,915 

 

諸   費 

 

900 

  

 0 

 

    0 

 諸収入 

900 

   

0 
  1. 小切手支払未済償還金    900   

 

 
 
（２）特 別 会 計 

(単位:千円) 

款   項   目 予  算  額 

財         源          内         訳 

説             明 特       定       財       源 
一般財源 

国支出金 県  債 そ の 他 

(管理事務費特別会計) 

  (款) 管理事務費 

    (項) 用品調達費 

 

 

  497,914 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

497,913 

 

 

1 

 

 

 

 

購買費 

  

497,914 

 

0 

 

0 

 諸収入 

497,913 

繰越金 

1 

 

1. 用品調達費          497,914 

 

 


